第１９回病院給食問題
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日本医療労働組合連合会

　（病院給食対策委員会）
はじめに
　日本医労連の「病院給食問題全国交流集会」は、1988年10月に第１回集会をスタートさせ今年で19回目になります。この間、日本医労連（病院給食対策委員会）は、全国のなかまとともに、病院給食部門の課題に積極的にとりくんできました。

日本医労連は1986年に、「直営による病院給食改善のたたかい」を方針化し、２度の全国的な「病院給食実態調査」を行うとともに、首都圏のメンバーによって設置した病院給食対策委員会は、献身的な活動を重ね、「病院給食政策・私たちのめざす病院給食」（1990年・1998年）をつくりあげ、毎年開催される医療研究「全国集会」・病院給食分科会と統一した活動を展開してきました。

　また、国内における業務委託実態調査をはじめ、欧米諸国の病院給食実態調査も行い、政府の病院給食政策の問題点を明らかにし、「直営による病院給食改善」の運動を追求してきました。

  さらに、1993年の病院給食有料化反対闘争では、全国の関係諸団体のセンター的な役割をはたしました。また、病院給食業務委託に対する反対闘争では、事実に沿って業務委託の問題点を明らかにし、六版（計25，000冊）に及ぶ『病院給食の業務委託とセンター方式をどうとらえ、どうたたかうか』のパンフレットを発行、学習会を組織しました。

また、センター方式に対しては、「病院給食センター方式（院外調理）に対する基本的考え方と対応について」（2001年）、
「病院給食の業務委託とセンター化に反対し、患者の立場に立った病院給食を実現するために」の見解（2003年）などを示してきました。
残念ながら、たたかいながらも委託を強行された労組もありましたが、多くの労組が、「直営による病院給食の充実」をめざし、業務委託反対闘争を日本医労連と共に展開し、委託攻撃を阻止、「直営」を守りました。そして、給食職場の仲間の団結と、労働組合が一丸とりたたかうことによってこそ、直営・直接雇用が守られることを教訓としてきました。

民医連・医療生協関係で進められた「病院給食の委託・センター方式」は、宮城、東京で実施され、神奈川、兵庫で強行され、全国的な拡大がめざされました。しかし、日本医労連と、千葉、群馬、山梨、長野、青森、大阪、岡山等の県医労連及び当該労組・職場の闘いが、センター化の拡大にストップをかけました。これは、労組が民医連・医療生協の病院給食を守った歴史として残ることでしょう。
　病院給食業務委託に反対し、直営での充実を求める私たちの運動は、「医療労働者の生活と権利」と「患者・国民の医療を守る」課題を統一して運動するという、医療労働運動の基本に沿ったものです。それは、「直営」によってこそ患者の立場に立った病院給食が発展し、給食部門の職員の労働条件が向上する環境が培われるという確信によるものです。
しかし、業務委託への動きはさらに強まっており、私たちの運動の強化が求められています。私たちの「直営による病院給食充実」の運動を全国的に前進させるためには、これまで多くの仲間が築いてきたかがやかしいたたかいの歴史を受け継ぎ、そこから生まれた方針に確信を持ち、運動を強化しなければなりません。

そのためにも、日本医労連、全国組合、県医労連の対策委員会活動の強化が必要です。また、組織的な支援とともに、現場の栄養士や調理師の仲間の積極的な活動が欠かせません。
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１．　集会の目的
　第19回交流集会の目的は、次の６点です。
①病院給食分野の活動を交流・総括し、今後の運動の方向を明らかにすること。
　②業務委託（含むセンター方式）の動きや、たたかいの交流を深めること。

③医療政策や病院給食に関わる情勢を学び、患者・国民の立場に立って病院給食の充実を求める意識を高めること。

④給食部門の賃金･労働時間･人員体制など労働実態を明らかにし、改善のとりくみについて交流すること。

⑤栄養士や調理師としての職能的な交流と連携を強めること。
⑥来年６月の第37回医療研究「全国集会」（石川県・金沢市）に向けた実践レポートづくりの契機とすること。
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病院給食問題の基本的視点
病院給食は食事療法における治療食

　病院給食について考える場合、重要なことは、「病院給食とはなにか」ということをしっかりとおさえることです。
　病院給食は、医療（治療）の一環としての患者のための治療食であり、本来、患者個々人の状態に応じて適正に提供されなければならないものです。そこでは当然、患者への個別対応の充実が発展の方向となります。

　病院給食は、診療報酬上、「一般食」と「特別食」に分けられていますが、共に患者食であり、家庭での食事とは根本的に違います。まず、病院で患者に提供される食事は全て「治療食」であるとの視点をきちっと持つ事が重要です。

　どのような食事を、どのような状態で、どのように摂取しているかということが、その患者の健康の回復、すなわち医療（治療）に大きな影響を与えます。患者食を中心とした食事療法の重要性は、近年いっそう重視されています。

　この治療食である病院給食は、「有料化」されるまでは、当然のこととして、健康保険で「療養の給付」と位置づけられ、患者が食事代を心配することなく健康保険で給付されてきました。同時に、「直営が原則」と言われるように、医療機関が自らの施設で責任を持って患者に提供しなければならないものでした。この「直営原則」と、「療養の給付」としての保険給付は、治療食としての病院給食を充実・発展させるための、いわば“車の両輪”でした。
　ところが、いま、この病院給食の充実・発展のための“両輪”が「有料化」と「業務委託」という車輪に代えられつつあります。それは、これまで築いてきた日本の食文化に沿った病院給食を、「家でも食事はするから病院給食は有料にすべきだ」という論調に見られたように、治療食としての病院給食を個人の嗜好に片寄りがちな家庭での食事と同一視させ、画一的な大量生産によるセンター方式にもっていこうとするものです。
私たちは、業務委託やセンター方式が、病院給食発展の方向に逆行するものであることを、しっかり見据えなければなりません。

また、現在、院内で業務委託されている病院給食は、その質や、医療機関の責任性の低下など、病院給食にとっての致命的な問題を持つこと、そして、委託の拡大が大手業者をしてセンタ一方式への志向を強めさせることに留意する必要があります。
さらには、院内の委託や、院外からのセンター方式が、コスト競争を拡大させ、給食部門の診療報酬引き下げによる医療費削減を行おうとする手段として考えられたものであるという側面も注視しなければなりません。


３．病院給食をめぐる情勢の特徴
１．政治・経済情勢

　一昨年からの世界的な経済危機の中で、各国で政権交代が進み、日本においても、自民党・公明党を中心とした政権から、民主党を中心とした政権に交代しました。
　「国民生活中心の政治」をアピールし、
政権の座について民主党は、医療・介護など社会保障の充実を望む国民の声や、雇用問題など「格差社会の是正」課題を無視できません。政権交代は、「変革への流れ」のように見えますが、これを“本流”にするためには、私たちの運動のいっそうの強化が求められます。（「春闘方針」案参照）
２．医療「構造改革」路線に沿った医療政策
　戦後６０数年を経た今日、アメリ力に追随しながら、大企業の利益をなによりも優先させてきた日本の政治・経済体制が、あらゆる面でその社会的矛盾を現わしています。いま、これまでの大企業優先の政治を転換し、日本の政治を平和で、国民生活本位の政治に転換することが切実に求められています。

　病院給食にも大きな影響を与えた1980年代の政府の臨調「行政改革」と、続く「規制緩和」を中心とした「構造改革」 路線の大きなねらいは、国家機関を総動員しながら次の３点（□内参照）を推進しようとするものでした。
	１戦後培ってきた権利としての社会保障を、「受益者負担」、「自立と相互扶助」をうたった自己責任の方向に転換させ、社会保障に対する国としての公的責任を回避し、医療・福祉・教育・保育などの予算を削減、さらには切り捨てること。

２民間活力の活用(民活〉をうたいながら、医療、福祉をはじめとする公的分野を大企業の市場（もうけの場）を提供すること。また、公的な医療機関を民営化していくこと。
３国鉄の民営・分割による国鉄労働組合（国労）の分裂、国立病院・療養所の統廃合・民営化の追求と合わせた全医労への弾圧などにみられるように、日本の労使関係の「改革」をうたい、たたかう労働組合を弾圧すること。



　自民党を中心とした政府は、これまで、医療保険の制度改悪をはじめ、保険料の引き上げや保険給付の縮小を進めてきました。注視しなければならないのは、これらが、民間生命保険資本の私的「医療保険」の市場拡大を援助する、いわゆる「民活」とセットになったものであったことです。
また、「介護保険」にしても、政府は公的責任を回避し、国民には高負担で低レベルの介護システムを強行する一方で、公然と、「介護」市場へ民間企業の参入を呼び
てきました。営利企業の福祉分野への参入も、国民「福祉」の転換を策すものでもありました。それは、コムスンの大がかりな不正事件が示すように、「公的な福祉」を、まさに企業の営利追求のために「市場化」するものでした。
小泉政権は、年金や福祉など日本の社会保障制度の改悪と連動させ、医療の「構造改革」を強調、診療報酬の大幅な引き下げなど医療費の抑制政策を強行しました。また、医療の「公共性」・「平等性」の抜本的な“転換”をめざし、急ピッチで患者への「保険給付の縮小」・「自己負担の拡大」を強行し、併せて医療機関と病床の削減による医療提供体制の縮小を図り、戦後培ってきた地域医療を荒廃させました。
小泉政権を引き継いだ、安倍政権、福田政権も、国民の所得格差の拡大などによる貧困の拡大、医療、介護、年金などの社会保障の後退など、構造改革路線の矛盾に対応できず、政権を投げ出しました。そして、2008年9月に発足した麻生政権も、国民生活の悪化に歯止めをかけられず、今年夏の総選挙で大敗しました。自・公政権に代わって発足した民主党を中心とした新政権は、「国民生活重視」を掲げた「選挙公約」実現に向けて動き出していますが、そのスタンスは流動的です。医療・介護などの社会保障充実へ、国の政策の転換が緊急の課題となっている今、私たちのこれまでの運動を、いっそう強化させることが、ますます重要になっています。

３．派遣・下請け労働、パートなど不安定雇用労働者の拡大と労働者派遣法問題
　財界や大企業の要望に沿って、これまでの政府・厚労省は派遣労働者や臨時職員、パートなど不安定雇用労働者の拡大を雇用政策の重点としてきました。労働者を不安定就労のもとにおくと同時に、低賃金、無権利な労働者を拡大させ、労働組合に組織されない、経営側の思うままに働かせられる労働者層づくりをねらったものでした。すでに、日本の労働者の三分の一がこのような不安定就労下で働いています。人件費削減を優先した「合理化」の一環として、日経連が提唱した雇用の「有期契約化」とも連動したものでした。
　その政策の基軸が、1986年に制定された労働者派遣法でした。戦後の労働者保護を基本にした労働政策から、労働者をまるで将棋の駒のように企業に派遣し、実質的なピンハネ（「中間搾取」）を認める労働者派遣事業を認めたことは労働行政の大きな転換点でもありました。　　

法制定当初は、病院給食も派遣対象業務に入らず、対象業務も16業種に制限されていましたが、次々と対象業務を拡大、とうとう派遣労働を「原則自由」としました。日本医労連の運動で看護や臨床検査、放射線など、20の医療関連業務を派遣対象「除外」業務とする画期的な運動の成果を得ることができましたが、残念にも最も力を入れた調理師や看護助手の業務を除外業務とすることができませんでした。

病院給食部門では、全ての医療機関の半数近くに業務委託が導入されるに及んで、下請け労働者が拡大しましたが、実態は「派遣」形態や偽装「請負」等しいものが少なくありません。
下請け・派遣労働者は、その多くに労働組合もなく、低賃金で無権利な状態におかれています。このような状態のもとで働く労働者の賃金や権利の劣悪さは、いま大きな社会問題になり、厚生労働省も、「偽装請負」など労働者派遣法違反の是正のために指導に乗り出さなければならなくなっています。委託最大手の日清医療食品が、受託事業所との請負契約の総点検をしたとの情報も流れてきています。
また、不十分ながらも、派遣法「改正」案が国会に上程されたり、抜本改正に向けた幅広い労働組合の「共同行動」が行われたり、労働政策審議会での協議が行われたりしています。そこでは、登録型派遣の原則禁止、派遣対象業務や派遣期間の制限などが焦点になっています。
４．労働法制改悪問題
1991年にバルブが崩壊し、国と地方の財政危機が一層深刻さを増すなか、政府・財界は、国際競争力を強化するとして、「構造改革」路線のもとで労働法制改悪政策を押し進めてきました。労働法制の連続的改悪、非正規労働者の増大のもとで、所得格差が拡大、働く人々の心身の健康が悪化しました。
　労働法制の改悪は、企業が利潤追求を容易にするための法改定の過程でもありました。日経連は1995年に「新時代の『日本的経営』」を提言、年功序列賃金から成果主義賃金への変更を求め、正規職員の大幅削減と非正規の不安定雇用労働者の拡大で「雇用の流動化、多様化」を強調しました。
そして、1999年には派遣事業の対象を拡大し、「原則自由」としました。労働時間も、週40時間労働の導入で「１日８時間」をあいまいにさせる変形労働時間制の拡大、フレックスタイム制、裁量労働制が推進、2005年には「年間総労働時間を1800時間」をめざした労働時間短縮臨時措置法を廃止しました。さらに、2007年には、規制改革・民間開放３カ年計画（閣議決定）で、ホワイトカラーの労働時間規制を外す「ホワイトカラー・エグゼンプション」制や解雇の金銭解決制度をねらう労働契約法制などを打ち出しました。私たちの反対運動などで導入は当面棚上げとされていますが、財界は労働者保護法制を根底からくつがえす「労働ビッグバン」を推進しようとしています。

　
５．国民の健康悪化と広がる精神疾患　

　定期健康診断実施結果有所見率は1990年に23．6％であったものが、95年に38．0％、05年には48.4％と、15年で２倍以上になっています。荒廃する国民医療後退の結果でもあります。

また、過労死、過労自殺の予備軍が増えています。東京労働局の調査（300人以上、1，071社））によれば、「脳・心臓疾患の発症が懸念される企業」は、31.1％（02年）、35.3％（03年）、38.3％（04年）と年々増えています。さらに、社会経済生産性本部の「メンタルヘルスのとりくみに関する企業アンケート調査」では、「過去３年間に心の病が増えた」企業は、02年48.9％、04年58.2％、06年61.5％と急増しています。
　小田晋社会経済生産性本部メンタルヘルス研究所所長は、「2000年代に入り、うつ病や自殺など労働者の精神健康の低下が顕著だ」と強調、「日本的経営からの脱却、とりわけ年功序列の廃止や成果主義の導入など『改革』の影の部分が反映しているのではないか」と述べています。また、同研究所が2006年に行った上場企業に対する調査によると、「この３年で心の病気が増えた」のは61.5％、「心の病気で１か月以上の休業者がいる」のは74.8％だとしています。
厚生労働省患者調査では、うつ病患者が1996年の433万人から05年には、924万人と２倍以上に増えています。さらに、厚生労働省「労働者健康状況調査」では、仕事で「強い不安、悩み、ストレスがある」とした労働者は、６割を超えています。

　また、毎年３万人を超す自殺が大きな社会問題となっていますが、青少年の自殺の拡大も眼座ってきました。そして、精神疾患からの自殺も大きな問題となりつつあります。

６．求められる食の安全と地産地消
２年前、汚染米の流通など「食の安全」が大きな社会問題となりましたが、日清医療食品など病院や介護・福祉施設の給食を受託している大手受託会社の名前が目立ちました。世界中から、とにかく安い物を買いあさっている受託会社の一面を現わしたものでもありました。患者や高齢者を中心とする施設では特段に「食の安全」が求められます。
「食の安全」が叫ばれる中で、新鮮で安心な地元の旬の食材を活用することがますます求められています。
７．業務委託・センター化の動向

　厚生省は、1994年１０月の病院給食有料化に続いて、1996年４月には「院外調理」（センター化）を認め、一片の通知で日本の病院給食を大きく後退させる旗を振りました。また、「有料化」で医療における「治療食」としての病院給食の位置づけを後退させました。

さらに、厚生労働省は業務委託の拡大とセンター方式の導入で病院給食の内容（質）を後退させつつ、コストを引き下げ、医療費の削減につなげようとしています。
　現在、「院外調理」（センター方式）は、①私たちの反対運動、②「Ｏ－157問題」にみられる食中毒など大きな安全リスク、③膨大な設備投資に伴う採算性の問題、④調理師としての働き甲斐の問題など、まだ本格的なものとはなっていないものの、大手業者にあっては、研究や小規模な実施が行われつつあります。また、地方の都市を中心に真空調理などによる小規模病院や有床診療所、福祉関係施設への配送なども広がっています。

　残念なのは、歴史的にも直営による病院給食の改善に先進的な役割を果たしてきた民医連・医療生協の院所で、給食の業務委託が一定拡大するとともに、センター方式でも一部（宮城、東京、神奈川、兵庫）で導入されたことです。民医連・医療生協関係労組では、日本医労連の方針に沿った業務委託に対する闘いのスタンスをより明確にすると共に、地域住民にも働きかけるなどの運動を強化することが求められています。

　労組の反対を押し切って強行した神奈川、兵庫のセンター方式等は、内容的にも問題となるとともに、経費の面でも、サテライト側の病院の負担を拡大しつつあるように、効率をうたった当初の宣伝文句は色あせてきています。
厚生労働省の最新の「医療施設調査」（平成17年10月1日時点）によれば、病院給食の業務委託は、全国の病院9，026の内

全面委託が3，943病院（43．7％）、一部委託が989病院（11．0％）、併せて4，932（54．6％）となっています。

1984年には全病院の7.5％であったものが1933年には19．8％となり、さらに９６年には31．８％と３割を超え、現在、一部委託を含めると5割をこえました。
現在、さらに委託率は拡大しているものの、調理を含む全面委託が約半数に止まっており、逆に約半数で直営を守っている多くの病院がいることも注視しなければなりません。
病院の統廃合攻撃とセットになった国立病院・療養所（独立行政法人）の給食職場では、人員不足による苛酷な労働強化とともに、１カ月50時間を超える残業が拡大し、業務委託をにらんだ洗浄業務から、さらには調理業務への不法な派遣労働者の導入も出ており、全面委託への移行が拡大しそうな状況になっています。
８．有料化の経過と拡大の危険性
　政府は、病院給食の全面的な有料化の方向を追求してきました。1994年の病院給食有料化導入の際は、「病院給食とはなにか」ということを意識的に無視し、またしても「家でも食事はする」というような乱暴な論理を持ち出、健康保険法を改悪して「療養の給付」としての病院給食の位置づけを削除し、新たに「入院時食事療養費制度」をつくり、まず「材料費程度として自己負担」を強行しました。また、患者が特別の料金を払う「特別メニュー食」（有料の特別料金）を導入し、病院給食に「差別」を持ち込みました。

そして、2006年の医療制度改悪では、70歳以上の療養病床入院患者の食事費を全額自己負担とし、高齢者に膨大な負担を強いました。今後さらに医療費抑制政策を強めれば他の入院患者への波及も危惧されるところです。

最近では、「市販されているものは保険診療から外すべきだ」との予算案の「仕分け人」の声がマスコミで流されるなど、油断はできません。

９．切実な診療報酬の引き上げ
　2006年４月の診療報酬改定で、病院給食関係の診療報酬が大きく引き下げられました。厚生労働省は、手のひらを返したように、それまで、推奨してきた適時適温の食事の提供の「特別管理加算」と、「選択メニュー」への加算を廃止しました。また、これまでの入院食事療養費の一日単位の評価から1食当たりの費用(3食限度)が設定されました。さらに「特別食加算」から経官栄養のための濃厚流動食が除外されるとともに、同加算も1日当たりの評価から一食単位の評価に変更され、そのうえ1食につき350円から76円に大幅に引き下げました。「特別管理加算」や「選択メニュー加算」の廃止や、「特別食加算」の大幅な引き下げは、収支面はもちろん、病院給食の質的な後退を促すものであり、厚生行政の責任が問われるものでした。
　これらの問題の根幹には、政府の進める医療費抑制政策がありますが、引き下げの口実に、「委託」の場合の単価と、「直営」の場合の単価の単純な比較が用いられたことも見逃せません。委託の拡大による給食単価のコストダウンの志向が診療報酬の引き下げとつなげられたのであり、まさに、委託の拡大によって医療機関が自らの首を絞めたようなものです。

　同時に、従前の高価な材料を使用した特別な調理を行う「特別メニュー」の食事を提供する場合の患者負担とともに、標準食の材料と同程度の価格であっても異なる材料を用いるために別途費用がかかる場合は患者から費用徴収できるようにするなど、病院給食有料化への駒も進めました。

ただ、０６年改定で、１日につき１２点ではあるものの、栄養管理計画に基づき、常勤の管理栄養士と、その他関係職員が共同して入院患者の栄養管理を行った場合に「栄養管理実施加算」が新設されたことは意義あることです。ここには、直営の関係スタッフによる栄養管理チームの存在が前提となっているとともに、やり方によっては院内における病院給食の位置づけを高める可能性もあります。
　診療報酬は基本的には医療機関で働く労働者の労働の対価であるとともに、医療水準を保障すべきものです。病院給食でいえば、治療食にふさわしい質と、それを提供する人員体制を保障するものでなくてはなりません。
病院給食関係の診療報酬引き上げは現場の切実な要求であり、運動の強化が私たちに求められています。同時に、現行の診療報酬は複雑化しており、あまりに給食部門の収支だけにこだわることなく、医療機関の診療報酬総体を見ることも重要です。
４．　業務委託の問題点

　「学習用パンフ」第６版参照のこと

５．　業務委託に対する

日本医労連の方針
１、業務委託反対闘争の性格付け    

　病院給食業務委託・センター化との闘いは、次の３つの性格をもっています。

第１は、政府の医療きりすて政策に反対し、患者の立場に立った医療（病院給食）を守る闘いであること。

　第２は、職場と雇用、病院給食に従事する者の「働きがい」を守り、発展させる闘い。

　第３は、下請・派遣労働という不安定・無権利な雇用形態の労働者の拡大に反対し、労働組合の組織を守り、「合理化」と闘う労働組合運動を確立する闘い。
２、業務委託に対する基本方針

（１）、「直営」を守る産別闘争

医療機関への下請・派遣労働の導入に反対する闘いを、医療と職場を守り、そして組織を守る、日本医労連全組織の当面する重点課題の一つといちづけ、すべての組織が、方針上も運動面でもこれを明確にして、日本医労連、全国組合、県医労連、単組、職場が統一して「直営」を守る産別闘争を進めます。
（２）、下請・派遣労働者の組織化

すでに、下請・派遣労働が導入されている場合、労組は、下請・派遣労働者の直接雇用を展望しつつ、下請・派遣労働者と共に労働条件（賃金、労働時間、休日、福利厚生、教育訓練、安全衛生等）改善を追求するとともに、関係労働者の組織化に取り組みます。                          

（３）センター方式に対する闘い

「院外調理・センター化」に対しては、直ちに闘争体制を固め、学習、集会、団体交渉などを強め、産別の力を結集して導入を阻止します。

６．　病院給食部門の総括と方針
　
昨年11月29～30日に、6全国組合26県から120人が参加して開催した「第18回病院給給食問題全国交流集会」では、直営による病院給食の充実をめざす運動と業務委託・センター方式阻止を意志統一し、①業務委託問題、②賃金等の労働条件、③給食改善の取り組みなどについて交流しました。

全国集会は今回で19回を数え、病院給食分野のたたかいと交流、活動家の養成に大きな役割を果たしてきました。この全国集会とともに、病院給食の充実をめざす「医療研」・給食改善分科会の活動を、それぞれ発展させつつ、運動的に統一させていくことが日本医労連の25年にわたる病院給食分野の活動の大きな教訓です。
県医労連対策委員会では、青森、東京、長野、神奈川、京都、和歌山などの対策委員会が、交流会や学習会など見学などに組んでいます。

日本医労連対策委員会は、各地の委託反対闘争のオルグや学習会などに対応するとともに、情勢把握と、①病院給食のあり方、②業務委託阻止闘争の強化、③欠員の後補充対策、④調理師の技能の向上や職能意識の高揚、などについて協議を行ってきました。

１、直営による病院給食改善の運動

（１）医療研運動
直営による病院給食の改善運動を、「医療研」運動と統一して進めることが重要です。第36回医療研究全国集会（2008年6月）の「病院給食」分科会には60人が参加し、10本のレポートが提出され、討論を深めました。「食の安全」に関する講演とともに、レポート内容は、嚥下食の取り組み、委託・センター化問題などでした。厳しい人員体制や業務委託の拡大の中で参加者は減少傾向にありますが、充実した討議が期待されています。

　医療研「病院給食」分科会の前進の要因は、①日本医労連・病院給食対策委員会が職場からの「医療研」活動の運動の１つの柱にいちづけて活動を展開していること、②対策委員会で病院給食の改善をめざす「病院給食政策」を確立し、職場からの改善運動をとりくんできたこと、③県医労連の４割にまで広がってきた病院給食対策委員会が、県レベルの病院給食に関する集会などで「レポート報告」をおこないつつあること、などによるものです。

　医療研運動が築いてきた「患者の立場に立った病院給食の充実・向上」への取り組みは、医療に携わる専門職として、また医療労働者としての重要な課題です。業務委託や人員削減など現在の厳しい医療「合理化」に対峙するためにも、労組はもちろん、病院給食を担う者の姿勢と意識が、いままで以上に問われています。

  各県の病院給食対策委員会では、研究
集会や学習会、調査、見学、調理実習などが取り組まれています。これらの活動は全国交流集会や医療研集会に参加した仲間たちの献身的な努力によって支えられています。
私たちは医療研運動と連動した「直営による病院給食改善運動」を強めます。医療研究「全国集会」の「病院給食分科会」を、名実ともに全国的な病院給食改善運動の集約の場にするため、①病院給食改善の取り組み、②病院給食業務委託（派遣及び請負）の動向や問題点などを把握し、それらを「レポート」にまとめ、第3７回医療研究全国集会・病院給食分科会（石川県・金沢2010年6月）で報告します。

　直営による病院給食改善の活動では、医療研分科会でも確認されている、以下の５点を目標にします。
①患者が食べてこそ治療食になるのであって、美味しい食事づくりを心がけること。

②安全・安心の給食運営を貫くこと。

③患者さんを中心とした給食改善の理念を大切にすること。

④職場の団結を強め、「学習・実践」することでこそ窮しよく内容も改善されていくことを、みんなで理解し合うこと。

⑤一人の疑問、一人の悩みを、みんなが共有できる民主的な職場運営をめざすこと。

（２）積極的な改善運動を

病院給食は、調理師と栄養士の連携により成り立ちます。疾病の制限を考慮した献立作成の技術と、治療食を理解して作りこなす調理技術との連携でもあります。そのうえで、給食業務は医師・看護師との連携、互いの信頼関係の上に成り立ちます。

現在、多くの病院では積極的に外来や病棟へ出て栄養指導を行っており、その延長線上に栄養サポートチーム（ＮＳＴ）が存在しています。その先進的な取り組みに学ぶとともに、業務改善や人員体制などの改善についても併せて検討することが必要です。

また、がんばって、選択メニューなど給食改善が実施され、毎日３食フルセレクトメニューへ取り組みを広げている病院もあり、さらに、嚥下食・ソフト食の新たな試みも広がりつつあります。

こうした事が日常的に取り組まれている病院では、医療の質が論議され、直営を守るうえでの重要な要因となります。それは、安易な委託・外注強行に対する歯止めの、一定の力にもなるものです。

給食の評価が病院自身の評価につながることも少なからずあります。食事がまずく、粗末であれば、病院の評価を引き下げる要因にもなります。給食改善は毎日の課題であり、病院における給食部門の位置づけと、部門の姿勢が問われています。

また、全ての職員や患者・地域住民などに病院給食についての理解を得る積極的な活動も重要です。
２．業務委託、センター化との闘い

（１）全国集会の役割と、たたかいの教訓
政府・財界による「規制緩和」と経営における「合理化」の動きが強まるなかで、日本医労連（病院給食対策委員会）は業務委託（請負や派遣など）にともなう医療機関への下請・派遣労働導入に反対するたたかいを全国の仲間に呼びかけてきました。

この25年間に、病院給食分野での闘いが大きく前進し、全国交流集会も今回で19回を数えます。そして、この交流集会や医療研究「全国集会」・給食分科会に参加した全国の仲間が、業務委託反対闘争の中心になってきました。

昨年も、11月18・19日に、第18回病院給食問題全国交流集会を開催、一年間の運動の総括と今後の活動について総括し、業務委託反対闘争についても意思統一しました。また、「分散交流会」では、職場実態や労働条件、給食改善の取り組み、業務委託に対する闘いなどが交流され、業務委託攻撃に対しては、日常的な直営による改善活動を強めつつ、職場の団結を基礎に「産別」で闘うことの重要性が強調されました。

この25年間、日本医労連の方針は組織内に浸透し、多くの労組で委託を阻止しているものの、業務委託に対する認識と対応の弱い労組もあり、組織内でも委託が拡大しつつあります。
業務委託を阻止する闘いは、医療と職場、そして組織を守る「合理化」反対闘争であり、職場の団結を基礎に組合員が一丸となった闘争態勢を確立し、産別対応とともに地域共闘を組んだ原則的なたたかいが必要です。すべての労組が、業務委託が労働者や医療、労使関係におよぼす影響について学習と討議を深め、併せて医療研運動など患者の立場に立った「仕事の内容」についての学習・研究活動を日常的に重視して追求することが大切です。
当面、アウトソーシングへの志向が強まるのは必至です。全労組が業務委託反対の方針を明確にし、その問題点を学び、宣伝し、下請・派遣労働者の組織化とともに、産別に結集した業務委託阻止に向けた強力なたたかいの展開が全組織的に求められています。
業務委託は、政府の医療政策による体制的な「合理化」攻撃であり、組織の全力をあげた対応が必要です。「合理化」攻撃に対して闘うことを躊躇していては、次からつぎへと攻撃が強まり、組織の弱体化を招くことにもなります。

経営者による「合理化」攻撃に対して、戦後の労働組合運動の教訓は、各労組だけの対応では限界のあることを教えています。職場の団結を基礎に、業務委託反対闘争の貴重な経験を蓄積した産別と、地域の力を結集してたたかうことが必要です。

今の医療「合理化」の攻撃は、一つ許せば、次から次へと攻撃がかかり、下請・派遣労働者が拡大してきます。この攻撃とたたかう労働組合の運動と、またたたかいながら組織を強化していく活動に、全力をあげてとりくむことなくして組合の前進はありません。

病院給食部門の改善活動を強め、労働組合の組織を強化し、労組が全力でたたかってこそ展望がきり開けることを、全国の教訓とすることが重要です。

業務委託に対しては、「日本医労連、全国組合、県医労連、単組・支部が一体となり、医療の『直営原則』を守るためにたたかう」大会方針の徹底をめざします。私たちが、この業務委託の「合理化」攻撃に対して、問題を避けたり対応に躊躇すれば、みずからの仕事と労働組合の前途に大きな禍根を残すことになります。

　
（２）当面の取り組みの基本
以下の４点を当面の、病院給食部門の運動の基本として明確にして取り組みます。

①病院給食改善の運動を強めつつ、業務委託（派遣、請負）、センター化反対のたたかいを強化する。

②職場の団結を強め、業務委託に反対する方針を明確にし、労働組合の組織化と活動の強化を追求する。

③派遣や請負など業務委託の問題について宣伝を強める。

④業務委託や派遣労働者導入の動きを早く察知し、「日本医労連方針」にそって対応する。

（３）当面の具体的取り組み
①、『業務委託・センター化をどうとらえ、どうたたかうか』(第６版)の全国的な「学習運動」を展開します。各組合は、執行部を先頭に、病院給食、部門にとどまらず、他職種へも参加をよびかけ労動組合全体でとりくむこと。

②県医労連レベルの学習会の企画とともに、県病院給食対策委員会の組織強化に取り組むこと。

③診療報酬の改善等での厚生労働省等への要請を強めること。

④委託の実態についての「聞き取り調査」等の実施。

⑤病院給食のコスト分析

⑥情報提供の強化を図る。また、病院給食対策委員会ニュースの発行（含む日本医労連ホームページの活用）。

⑦ニュークックチルなど新調理システムの視察と検討

⑧その他
（４）各労組の闘い

①全日赤・広島、同庄原、健保労組横浜中央支部での派遣労働者の直接雇用
09春闘では、「派遣」や「請負」として働いていた看護助手の直接雇用を勝ちとる大きな前進がありました。岩手・本館労組(20名全員)、全医労東佐賀支部(10名全員)、長崎民医連労組、半田市民労組、全日赤・成田などで、また、神奈川・川崎医療生協でも医事受付が直接雇用となりました。病院給食では、全日赤広島、全日赤庄原で派遣労働者が職員として直接雇用されました。また、健保・横浜中央支部でも、労組のねばりづよい活動が実り派遣労働者が直接雇用されました。（特別報告参照）
②岡山でのセンター方式阻止
一昨年の青森での教訓的な闘い以降、岡山県医労連でも病院給食のセンター方式を阻止しました。県民医連のセンター方式への指向が表面化してから数年、岡山県医労連は、他施設の見学や学習会を重ね、粘り強く反対のたたかいを進めてきました。

③福島・竹田綜合病院労組の勝利
福島県医労連竹田綜合病院労組は、病院の新病棟建設に伴う病院給食の業務委託を約３ヵ月間全力で闘い昨年12月に撤回させました。日本医労連(病院給食対策委員会)、福島県医労連の指導と援助を得た労組は、臨時大会を開催して闘争方針を決定、学習会や署名、宣伝活動も強めました。また、給食部門を励ます看護部門からのハート形メッセージは419枚にもなりました。経営側は、院長を先頭に現場に説得に何度も出向き、団交に弁護士を入れてきましたが、日本医労連、県医労連も参加した２度の産別団交でこれをはね返し、逆に労組は街頭署名に打って出、さらには、調理システムの「対案」も提出して運動を展開しました。県医労連・労組は、共に職場のオルグを強め、未加入のパート20数名が労組と県医労連、日本医労連の3者に交渉委任を集約することによって、経営側の切り崩しを防ぎ、組合員も拡大しました。

④富山民医労の闘いと、経営側の強行
　富山民医労は、２年半にわたり、病院給食委託反対で闘い、給食現場も、最後まで団結を固めて闘いました。この間、日本医労連病院給食対策委員会も学習会や団交のリード、対策会議への参加、政策作り（資料集参照）、県労連との話し合い、全労連への協力要請など、精一杯の支援を行いました。また、労組は、全労連や県労連、日本医労連の多くの労組より支援も得てたたかいました。特に団体交渉では、経営側の委託の提案理由を、コスト問題を含めすべて論破し、「直営による政策提言」まで行いましたが、10月、経営側の委託への意志は固く、「労使合意」の約束を踏みにじり、予定した団交前に業者との契約を強行しました。地域の民主団体や住民に支えられた医療生協の経営者にあるまじき無謀な行為であることはいうまでもありませんが、運動を地域に広めたり、度重なる不法行為に対して法的対応をとれなかった労組の足下の弱さも大きな反省です。しかし、２年半にわたる厳しい人員体制の中でも現場が執行委員の調理師を中心に患者食を守り、崩れなかったこと、また、多くの組合員がこの闘いの中で、労組のあり方や経営のあり方について学び、一回りたくましくなったことなどは、大きな教訓として労組に残ることと思われます。
⑤東京・城山病院労組の白紙撤回の勝利
　患者の立場に立った病院給食改善の先進的な活動を長年展開してきた東京の城山病院労組は、経営側の業務委託提案を、全組合的な運動で白紙撤回させました。
（詳細は「特別報告」及び「資料集」を参照）
３．労働者派遣法への対応
労働者派遣法が改悪され、派遣期間は「最長3年」になりました。ただし、派遣先で新たに人を雇い入れようとする場合、同一業務に従事する継続1年を超える派遣労働者がいる場合は、その人を優先的に雇用する義務があります。また1年を超える派遣を導入する場合は、派遣期間について、労働組合など労働者の過半数代表から意見を聴取し派遣期間を区切り、その期間を超えて派遣労働者を使用しようとする場合や、3年を経過した派遣労働者には、労働契約締結を申し込まなければならないとされています。派遣労働がすでに導入されている職場では、こうした制度上の規制も活用し、派遣・下請け労働者の直接雇用、労働条件改善、関係労働者の組織化に取り組みます。

医療と職場を守るためにも、下請・派遣労働者の権利を守るとりくみに本腰を入れることがもとめられています。「下請・派遣労働者も同じ働く仲間」であり、下請・派遣労働者の権利を確立し、賃金などの労働条件を改善しなければ、その拡大に歯止めをかけることが困難なこと、また、労働組合の組織的後退をまねくことを重視し、労組の対応を強めます。

また、全労連と共に労働者派遣法の抜本改正のたたかいを強めます。

４、増員、欠員不補充に対するたたかい       

正職員の後を、きちっと正職員で補充させている労組もありますが、正職員の退職後に欠員を常態化させたり、正職員の補充でなく、パートや臨時職員で補充する病院が増えています。不安定就労の雇用や、派遣労働では技能の熟練が困難であり、病院給食充実のためには正職員での補充が重要です。そして、その実現のために労組が一丸となって闘うとの意思統一が必要です。労組としては、不安定就労者の導入が
　第１に、欠員不補充はもちろん、不安定就労者の導入が、職場における労働者の労働条件の変更であることは明白です。労組は、できるだけ早く正職員での補充を要求し、団体交渉を設定した闘いが必要です。
第２に、団交で進展しない場合は、組合員の団結と労働組合の力を結集して、闘争態勢をとり、要求実現をめざすたたかいに入ることです。
第３に、経営側が主張する正職員に対する臨時職員やパートとの人件費の比較だけに目を奪われず、一般的に新たに採用される者は退職者に比べて賃金が低く、そのことですでに給食部門の総人件費の削減になっていることに注視し、それ以上の削減には明確に反対することです。
第３に、職場の「必要人員」については、「１日の作業をおこなうに必要な要員数」を職場毎に見極め、これを基礎に、年間休日等必要な労働日を計算し、その職場に必要な「必要人員」を算出して要求していくことが重要です。（資料参照）

第４に、闘いきった上で、やむなく労使の力関係で臨時職員やパート職員を採用する場合でも、「業務委託はおこなわない」旨の労使協定を追求するとともに、臨時職員やパートの賃金等の労働条件向上を重視することです。
５、賃金等労働条件改善のたたかい

設置主体、事業規模、地域間のちがいを超えて、「医療労働者の社会的役割にふさわしい賃金水準」を確立することが重要です。また、チーム医療を破壊し、職員の意欲を後退させる「成果主義賃金・目標管理制度」の導入には断固反対していきます。そのためには、一病院内の事情だけにとらわれず、他産業、他病院、他職種などとの比較による賃金水準、賃上げ、諸手当の改善を追求し、国民の医療に責任をはたし、健康で文化的な生活がいとなめる賃金、労働条件を獲得するたたかいが求められます。【2010年春闘方針案参照】
いま、これまでの医療費抑制政策の見直しが医療政策の焦点になりつつあります。いまのままでは、地域医療や福祉・介護の崩壊が危惧されているからです。
このような中で私たちは、政府に対する制度政策要求とともに、生活と労働の実態にねざした賃金労働条件改善の要求を確立し、賃金闘争をこれまで以上に強化することが必要になっています。

対策委員会では、給食部門の賃金体系、経験加算、諸手当等について実態調査をすすめ、とりくみの情報を流しながら、改善・到達闘争をめざします。
６、全国組合、各県対策委員会の活動
全国組合では、全日赤、健保労組が委員会を設置し、全医労、全厚労、全労災、公共労が対策会議等を開いています。

県医労連では、①北海道、②青森、③岩手、④山形、⑤宮城、⑥福島、⑦東京、⑧神奈川、⑨長野、⑩愛知、⑪京都、⑫大阪、⑬和歌山、⑭岡山、⑮広島、⑯高知、⑰徳島、⑱熊本、⑲群馬の19県で対策委員会が設置されており、学習会、研究会、実習、見学などが行われています。

県医労連傘下の労組で、委託問題などが起こると、県医労連の専従と共に対策員会のメンバーが職場オルグをおこなっているところもあります。

対策委員会が業務委託反対闘争の重要な役割を果たしてしる県もある反面、県の対策委員会で開店休業になっているところもいくつかあります。
寝たきり対策委員会を起こし、全県での対策委員会の設置を追及します。

対策委員会の活動は、給食関係者の積極的性とともに、全国組合や県医労連の組織的な援助が不可欠です。また、「人と人のつながり」を大事にし、職種的な横の情報網をつくっていくことも重要です。　

また、交流会や学習会に参加した仲間や、知り合いの仲間などを、委員会に迎え入れ、対策委員会の活動を少しでも幅広いものにしていく努力が必要です。
７、制度・政策課題

（１）医療制度「改革」による患者の自己負担拡大・有料化に反対します。

（２）対策委員会は5月27日、診療報酬の引上げなどを求めて厚労働省交渉を行いました。今年度も、５月下旬に交渉を行います。特に、病院給食関係の診療報酬の改善を求めます。
（３）介護・福祉関連施設など、医療関係以外での業務委託に対しても、情報収集をすすめ、対策を検討します。
（４）食の安全問題で地産地消の推進と、関係団体との協議を進めます。

８．次回、全国交流集会の開催

　運動を強めつつ、一年後(2010年11月)に「第20回病院給食問題全国交流集会」を開催する準備をします。
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